
板橋区障がい者グループホーム支援事業実施要綱 

（平成１９年７月２日区長決定） 

（目的） 

第１条  この要綱は、東京都障害者グループホーム支援事業取扱要領（平成21年5月21日20福保障居第

3985号。以下「東京都要領」という。）に基づき、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１７項に規定する共同生

活援助を行う事業所（以下「グループホーム」という。）の安定的な運営を図り、障がい者の日常生

活に適する居室その他の設備を低額な料金で利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供与し、

板橋区（以下「区」という。）独自の支援事業を実施し、もって障がい者の地域社会における自立生

活を助長することを目的とする。 

（定義） 

第２条  次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

   助成 

  この要綱を直接の根拠として支出するもの。 

（対象） 

第３条  この要綱の対象となるグループホームは、区が共同生活援助に係る支給決定をした者が利用す

る次に掲げる事業所とする。 

（１） 通過型グループホーム（以下「通過型」という。） 

東京都要領に基づき、通過型として都知事の指定を受けたグループホーム 

（２） 滞在型グループホーム（以下「滞在型」という。） 

法第３６条第１項の規定に基づき都知事等による指定を受けたグループホームであって、前号の通

過型としての指定を受けていないもの。ただし、都外の事業所については、別表第１に掲げる運営主

体とする。 

（支援事業の内容） 

第４条  この事業の内容は、次のとおりとする。 

（１） 運営費の助成 

（２） 夜間支援体制に対する助成 

（３） 家賃の助成（滞在型に入居している知的障がい者、身体障がい者又は治療方法が確立していな

い疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程

度である者であって１８歳以上であるもの（以下「難病患者等」という。）に限る。） 

（４） 施設借上費の助成（精神障がい者又は通過型の入居者に限る。） 

（５） 通過型の助成 

ア 通過型加算（退去後の通過型加算を除く。）の助成（都内グループホームに限る。） 

イ 通過型加算（退去後の通過型加算に限る。）の助成（区内グループホームに限る。） 

ウ 施設借上費基本額（６月以内の入院に係る施設借上費相当額）の助成（都内グループホームに

限る。） 

エ 施設借上費（退去後及び交流室の施設借上費）の助成（区内グループホームに限る。） 

（６）精神科医療連携体制に対する助成 



（７）開設準備経費に対する補助 

（運営費の助成） 

第５条  運営費の助成は、次のとおり行うものとする。 

（１） 助成額の算定は、月単位とし、その額は別表第１に掲げる日額単価に次号に定める支援を行っ

た日数（以下「基準日数」という。）を乗じて得た額とする。 

（２） 基準日数として算定できる日は、入居者に対して次の支援を行い、サービス提供記録にその支

援内容を記録した日とし、支援を行う旨を予め個別支援計画に記載していることを算定の要件とす

る。 

ア 日常生活支援（掃除、洗濯、買い物、脱着衣、日常生活関連動作の支援等） 

イ 食事提供支援 

ウ 介護等支援 

エ 入院時における病院等との連絡調整等支援（病院又は診療所を訪問し、入院期間中に被服等の 

準備や利用者の相談支援などの日常生活上の支援を行うことや、退院後の円滑な生活移行のため 

の病院又は診療所との連絡調整を行うこと等をいう。） 

オ 帰宅時における家族等との連絡調整等支援（帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保 

等の支援を行うことや、帰省期間中に家族等との連携により、居宅等における生活状況等を十分 

把握すること等をいう。） 

カ その他入居者に対する支援 

（夜間支援体制に対する助成） 

第６条  東京都要領に基づき夜間支援体制の認定を受けた指定共同生活援助事業所を運営する者の、夜

間支援体制に対する助成額の算定は、月単位とし別表第１に掲げる夜間加算の日額単価に基準日数を

乗じて得た額から、国給付費額の内の夜間支援等体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）分を控除した額とする。 

（家賃の助成） 

第７条  区長は、グループホームの入居者（滞在型に入居している知的障がい者、身体障がい者又は難

病患者等に限る。）の所得に応じて、入居者が支払った家賃の額の一定額を別表第１の基準により助

成することができる。 

２  前項の規定にかかわらず、生活保護受給者は助成の対象から除くこととする。 

３  家賃の助成を受けようとする者は、家賃助成申請書（別記第１号様式）に関係書類を添えて、区長

に申請しなければならない。 

４  区長は、申請者に対する家賃の助成を適当であると認めるとき又は所得額が基準を超えるため不適

当であると認めるときは、家賃助成承認・不承認通知書（別記第２号様式）を申請者に送付する。 

５  家賃助成の請求は、請求書（別記第３号様式）により、区長宛てに提出して行うものとする。 

（施設借上費の助成） 

第８条  区長は、グループホームに対し、入居者（精神障がい者又は通過型の入居者に限る。）の居住

する居室の家賃等として別表第１の基準により助成することができる。 

２  施設借上費基本額の助成を受けようとする者は、施設借上費支給・変更・更新申請書（別記第４号

様式）に関係書類を添えて、区長に申請しなければならない。 

３  区長は、前項に基づく申請を受けた場合は、速やかに審査し、その適否を決定し、施設借上費支給



（不支給）決定通知書（別記第５号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

（退去後の施設借上費及び交流室の施設借上費） 

第９条  区長は、グループホームに対し、通過型の入居者（区で共同生活援助に係る支給決定をした障

がい者）退去後の居室及び交流室１室の家賃等として別表第１の基準、算定方法により助成すること

ができる。 

２  退去後の施設借上費及び交流室の施設借上費の助成を受けようとする者は、退去後の施設借上費及

び交流室の施設借上費支給・変更申請書（別記第８号様式）に関係書類を添えて、区長に申請しなけ

ればならない。 

３  区長は、前項に基づく申請を受けた場合は、速やかに審査し、その適否を決定し、退去後の施設借

上費及び交流室の施設借上費支給（不支給）決定通知書（別記第９号様式）により当該申請者に通知

するものとする。 

（通過型の助成） 

第１０条  通過型の加算は、次の算定方法による。 

（１） 通過型加算の助成（都内グループホームに限る。） 

ア 通過型加算の算定は、月単位とし別表第１に定める日額単価に第５条に定める基準日数を乗じ

て得た額とする。 

イ 通過型（区内のグループホームに限る）に対し、別表第１に定める基準額に、入居者が退去し

た日から３月後の属する月の末日までの日数を乗じた額を助成する。ただし、３月後の属する月

の末日までに新たに利用者が入居した場合は利用者が入居した前日までの日数を乗じた額を助成

する。 

（２） 施設借上費基本額の助成（都内グループホームに限る。） 

別表第１に定める算定方法による。 

（精神科医療連携体制に対する助成） 

第１１条 東京都要領に基づき、精神科医療連携体制に対する助成に係る精神科医療連携体制加算は、

次を標準として算定するものとする。 

（１） 算定は月単位とし、その額は別表第１に掲げる日額単価に基準日数を乗じて得た額とする。 

（２） 対象者は、精神障がい者として支給決定を受けている利用者とする。 

（３） 以下の要件を全て満たしていること。 

ア 東京都から精神科医療連携体制の認定を受けた指定共同生活援助事業所であること。 

イ 月１回以上、対象となる利用者が診療を受けている精神科医療機関との連携を行い、その記録 

を作成すること。 

ウ 利用者の状態を把握できるよう、適宜、ヒアリング等を行うこと。 

エ イ及びウに係る記録を５年間保存し、区から求めがあった場合は、これを速やかに提出する 

こと。 

（補助の条件） 

第１２条 第４条第１号、第２号、第５号及び第６号に規定する助成は、助成の対象となるグループホ 

ームごとに、次の各号の条件をいずれも満たしている場合に助成するものとする。 

（１） 福祉サービス第三者評価の受審 



ア 福祉サービス第三者評価を３年に１回受審すること。この場合において、３年の起算日は、最 

後に福祉サービス第三者評価の受審を完了した月の翌月１日とする。 

イ アの規定は、平成３０年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）を受けた事業所につい 

ては、指定日から３年間は適用しない。 

ウ 受審が完了せずに３年を経過した場合は、起算日から３年を過ぎた月から受審が完了した月ま 

でのサービス提供分について、助成を受けることができない。 

（２） 外部研修等受講 

   ア 前年度に、事業所全体で一定数以上の世話人又は生活支援員が、当該グループホームを運営

している法人以外の者による外部研修等を受講すること。この場合において、「一定数以上」

とは、事業年度の前年度の４月１日時点の事業所の定員数を３０で除した数（小数点以下切り

上げ）とし、また、「外部研修等」とは運営法人以外の者が当該グループホームの事業所外又

は事業所内で実施する研修であり、主として障がい理解に関する内容の研修とする。 

    イ アの規定は、平成３０年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）を受けた事業所につ

いては、指定日を含む年度及びその翌年度は適用しない。 

    ウ アの規定を満たさない場合は、翌年度のサービス提供分について助成を受けることができな

い。 

エ グループホーム運営事業者は、ユニットごとに、勤務している世話人又は生活支援員のうち一

人以上が、年１回以上外部研修等を受講するよう努めること。 

（３） 書類の保存 

   第１号及び第２号に係る書類を５年間保存し、区市町村から求めがあった場合は、これを速やか

に提出すること。 

（変更の申請等） 

第１３条  第８条第３項又は第９条第３項の規定により助成金の交付決定を受けた者が、第８条第３項

に基づく決定の内容を変更するときは施設借上費支給変更・更新交付申請書（別記第４号様式）に、

第９条第３項に基づく決定の内容を変更するときは退去後の施設借上費支給・変更申請書（別記第８

号様式）に、それぞれ関係書類を添えて区長に提出しなければならない。 

２  区長は、前項の規定による申請があったときは、前項に定める申請書及び必要書類により内容を審

査し、その適否を決定し、施設借上費支給（不支給）決定通知書（別記第５号様式）又は、退去後の

施設借上費支給（不支給）決定通知書（別記第９号様式）により申請者に通知するものとする。 

（退去の届出等） 

第１４条  グループホームを退去しようとする者は、施設借上費支給廃止（辞退）届（別記第６号様式）

により区長に届出なければならない。 

２  区長は、前条の規定による届出があったときは、前条に定める施設借上費支給廃止（辞退）届及び

必要書類により内容を審査し、その適否を決定し、施設借上費廃止決定通知書（別記第７号様式）に

より申請者に通知するものとする。 

付 則 

１  この要綱は、平成１９年７月２日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

２  第３条第１号に掲げる通過型グループホームには、東京都精神障害者グループホームＢ型運営要綱



に基づきＢ型の指定を受けていたグループホームで、東京都が通過型の指定を受けているものとみな

しているものを含むものとする。 

付 則 

この要綱の一部改正は、平成２２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱の一部改正は、平成２３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱の一部改正は、平成２３年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要綱の一部改正は、平成２４年６月１２日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付則 

この要綱の一部改正は、平成２５年５月１日から施行する。 

付則 

 この要綱の一部改正は、平成２６年５月２９日から施行し、平成２６年４月 1日から適用する。 

付則 

 この要綱の一部改正は、決定日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

付則 

 この要綱の一部改正は、決定日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

（１）第４条第６号及び第１０条の規定 平成３１年１月１日 

（２）第１１条第１号ア及びウの規定 令和３年４月１日 

（３）第１１条第２号ア及びウの規定 令和２年４月１日 

付則 

１ この要綱の一部改正は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の要綱の規定は、令和３年度分以降の助成等について適用し、令和２年度分以前の助成等に

ついては、なお従前の例による。 

付則 

 この要綱の一部改正は、決定日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

付則 

 この要綱の一部改正は、令和５年４月１日から施行する。 

付則 

 この要綱の一部改正は、令和６年６月１１日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

  



別表第１  

＜運営費の助成＞ 

 都単価表                                （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜運営費以外の助成＞ 

 （１）加算                    （単価／日額） 

 

 

 

 

 

（２）家賃助成（滞在型に入居している知的障がい者、身体障がい者又 

は難病患者等に限る。） 

区分 入居者の所得税 摘要 

1 月額７３,０００円 未満 

月額３４,０００円を限度とする。 

 なお、法３４条第１項に規定する特定障害者特別給付費の支

給対象となる入居者にあっては上記の金額から特定障害者特

別給付費を控除した額を限度とする。 

2 
月額７３,０００円 以上 

   ９７,０００円 未満 

月額２２,０００円を限度とする。 

なお、法３４条第１項に規定する特定障害者特別給付費の支給

対象となる入居者にあっては上記の金額から特定障害者特別

給付費を控除した額を限度とする。 

所得基準等は別表第２による。 

 



 （３）施設借上費（都内のグループホームに入居する者であって、精神障がい者又は通過型の入居者 

に限る。） 

施設借上費額 摘    要 

月額 ６９，８００円 

 上記の金額は、家賃に加え、更新料、礼金を含

めた合計額である。 

 ただし、家賃等の額が６９，８００円を下回る

場合は当該家賃等の額とする。 

 なお、法第３４条第１項に規定する特定障害者

特別給付費(補足給付費)の支給対象となる入居者

にあっては、上記金額から特定障害者特別給付費

を控除した額を限度とする。 

 

 

① 入居者の居住する居室の家賃、更新料（更新

事務手数料含む）及び礼金 

② 住宅扶助対象者の場合、家賃から住宅扶助費

限度額及び特定障害者特別給付費を控除した

後に、自己負担が生じる場合にその額が施設

借上費となる。 

 

 （４）退去後及び交流室の施設借上費（区で共同生活援助に係る支給決定をした障がい者を入居させる

板橋区内の通過型に限る） 

 

 

 

 

 

基準額（上限） 摘要 

月額家賃額（６９，８００円）×補助対象月数 

ただし、家賃等の額が６９，８００円を下回る

場合は当該家賃等の額とする。 

 

 

（1） 入居者が退去した居室の家賃 

（入居者が退去した日から、３月後の属す

る月の末日まで支給することができる。） 

（2） 交流室（１室）の居室の家賃 

月額家賃額（６９，８００円） 

ただし、家賃等の額が６９，８００円を下回る

場合は当該家賃等の額とする。 

（1） 入居者が退去した居室の更新料及び礼金 

 （入居者が退去した日から、３月後の属する 

月の末日まで支給することができる。） 

（2） 交流室（１室）の居室の更新料及び礼金 

 

（５）都以外の運営主体の利用委託費 

運営主体  利用委託費  

東京都以外の地方公共団体が実施する、この要

綱と同種の事業において、当該地方公共団体か

ら設置費等の補助を受け、その指導、監督を受

けている運営主体  

当該地方公共団体が定めた運営費に関する補助

金又は委託料の基準額に準じて区長の定める額  



別表第２  

１  所得額は、入居者の収入月額（収入として認定しないものに該当するものは除く。）から必要経費を

控除した額とする。  

２  収入は、次のものをいう。  

(1) 所得税法（昭和 40年法律第 33号）第 26条第１項に定める不動産所得、第 28 条第１項に定める

給与所得及び第 33条第１項に定める譲渡所得  

(2) 児童扶養手当法（昭和 36年法律第 238 号）第３条第２項に定める公的年金給付  

(3) 国及び地方自治体が支給する各種手当、交通費給付  

３  収入として認定しないものは、次のものをいう。  

地方公共団体又はその長が支給する福祉的給付金のうち、支給対象者１人につき 17,000 円以内の額

（月額） 

４  必要経費は、次のものをいう。  

(1) 社会保険料  

(2) 所得税  

(3) 地方税  

(4) 交通費  

(5) ２の収入から３を差し引いた額を基に、別表第３「基礎控除額表」から算出された額 

 

別表第３ 

 基礎控除額表                                （単位：円） 

 


